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１ はじめに 

 地方公共団体における公会計のあり方については、国の研究会が平成１２年から財

政分析に資する財務報告について検討を始めました。 

 その後、平成１８年に総務省から地方公共団体に対して、新地方公会計制度による、

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書（以下これらを

「財務書類４表」といいます。）を作成し、公表することが要請されました。その中で

提示された「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」のいずれかを採用して、多

くの地方公共団体で財務書類が作成されるようになりました。 

 本市では、決算統計等の数値を活用して作成する「総務省方式改訂モデル」を採用

し、平成２０年度決算からこれに基づいた財務書類４表を作成し、公表してきました。 

 このように全国的に地方公会計の整備が進められてきましたが、「基準モデル」及

び「総務省方式改訂モデル」のほかにも地方公共団体独自の基準が複数存在し、他団

体との比較が困難であるといった課題もあることから、平成２６年度に総務省から

「統一的な基準」が示され、平成２８年度決算までにこれに沿った財務書類を作成す

るよう要請がありました。 

 本市では、これを受けて、「統一的な基準」による財務書類４表を作成し、公表する

ものです。 
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２ 対象会計の範囲と作成基準日 

【１】対象となる会計及び団体 

 財務書類４表は、地方公共団体の財務状況を明らかにするために、一般会計を対象

とした「一般会計等」、一般会計等に特別会計、企業会計を加えた「全体会計」、全体

会計に本市と連携協力して行政サービスを実施している関連団体を加えた「連結会計」

の３つの区分に分けて作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２】作成基準日 

  令和５年３月３１日 

  ※ 一般会計及び特別会計における出納整理期間（令和５年４月１日～令和５年５月３１日）の

入・出金は、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

【３】金額表示 

  各表の金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致し

ない場合があります。  

連結会計 

全体会計 

一般会計等 

〇 一般会計 

〇 国民健康保険特別会計 

〇 後期高齢者医療特別会計 

〇 介護保険特別会計 

〇 下水道事業会計 

〇 小水力発電特別会計 

〇 歌代の里特別会計 

〇 すこやか両津特別会計 

〇 病院事業会計 

〇 水道事業会計 

〇 佐渡土地開発公社 

〇 （一社）真野自然活用公社 

〇 （一財）赤泊振興公社 

〇 （公財）羽茂農業振興公社 

〇 （一財）佐渡市スポーツ協会 

〇 （一社）佐渡観光交流機構 

〇 （一財）佐渡文化財団 

〇 新潟県市町村総合事務組合 

〇 新潟県後期高齢者医療広域連合 
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３ 財務書類４表の種類と相互関係 

 

【１】 貸借対照表（ＢＳ） 

 貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点において、地方公共団体が住民サービス

を提供するために、どれほどの資産や債務を有しているかを表したものです。 

 「資産」は、将来世代に引き継ぐ金融資産と社会資本（固定資産）の金額を示して

います。 

 「負債」は、将来世代がこれから負担しなければならない金額を、「純資産」は、こ

れまでの世代が負担した金額をそれぞれ示しています。 

 

【２】 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政

活動に係る費用（経常費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料、手数料

などの収益（経常収益）を表したものです。 

 この表により、地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつ

かない経常的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純経常行政コスト）

が、その差額として明らかになります。さらに、臨時損失と臨時利益の差額を加えた

ものが、純行政コストとなります。 

 

【３】 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 純資産変動計算書は、一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されて

いる各項目が、どのように変動したかを表したものです。 

 この表においては、税収等の一般財源、国県等補助金等の特定財源が純資産の増加

要因として直接計上され、行政コスト計算書（ＰＬ）で算出された純行政コストが純

資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変動が明

らかになります。 

 

【４】 資金収支計算書（ＣＦ） 

 資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資

金の流れを、性質の異なる３つの活動（業務活動・投資活動・財務活動）に区分し、

どのような活動にどれだけの資金が必要であったかを表したものです。 

 現金等の収支の流れを表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書とも

呼ばれます。 
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≪財務書類４表の相互関係≫ 

 

 
 

① 貸借対照表（ＢＳ）の資産のうち「現金預金」は、資金収支計算書（ＣＦ）の「本

年度末資金残高」に「本年度末歳計外現金残高」を足したもの（＝本年度末現金預

金残高）と一致します。 

 

② 貸借対照表（ＢＳ）の「純資産」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「本年度末純

資産残高」と一致します。 

 

③ 行政コスト計算書（ＰＬ）の「純行政コスト」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の

「純行政コスト」と対応します。 

 

 

 

 

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書
（ＰＬ） （ＮＷ） （ＣＦ）

（うち

現金預金）

②

①

前年度末資金残高

財務活動収支

投資活動収支

業務活動収支

③

本年度末歳計外
現金残高

純資産 純行政コスト 本年度末純資産残高

貸借対照表
（ＢＳ）

資産

負債
本年度

純資産変動額

前年度末純資産残高

（うち純行政コスト）

本年度末資金残高

臨時利益

臨時損失

経常収益

経常費用

本年度末現金預金残高
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(単位：千円)

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計 勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

１固定資産 189,379,967 279,513,066 279,562,514 １固定負債 51,101,899 131,641,892 131,791,427

 ⑴有形固定資産 167,431,696 257,861,612 258,011,009  ⑴地方債 44,583,497 73,432,602 73,563,520

 ⑵無形固定資産 0 347,555 348,309  ⑵長期未払金 0 0 0

 ⑶投資その他の資産 21,948,271 21,303,900 21,203,196  ⑶退職手当引当金 6,518,402 7,141,122 7,159,740

 ⑷損失補償引当金 0 0 0

 ⑸その他 0 51,068,168 51,068,168

２流動資産 8,517,885 14,607,687 15,241,529 ２流動負債 4,003,479 7,483,532 7,595,971

 ⑴現金預金 2,385,400 7,737,923 7,826,136  ⑴１年内償還予定地方債 3,263,308 5,622,498 5,698,178

 ⑵未収金 88,957 635,414 754,619  ⑵未払金 2,427 939,728 972,442

 ⑶短期貸付金 0 0 0  ⑶未払費用 0 0 0

 ⑷基金 6,079,004 6,145,900 6,449,385  ⑷前受金 0 0 741

 ⑸棚卸資産 0 52,597 175,177  ⑸前受収益 0 0 0

 ⑹その他 0 96,800 97,158  ⑹賞与等引当金 397,037 513,524 513,985

 ⑺徴収不能引当金 -35,475 -60,946 -60,946  ⑺預り金 340,707 387,169 389,797

 ⑻その他 0 20,613 20,829

負債合計 55,105,378 139,125,424 139,387,398

純資産合計 142,792,474 154,995,330 155,416,644

資産合計 197,897,852 294,120,754 294,804,043 負債・純資産合計 197,897,852 294,120,754 294,804,043

純資産の部

負債の部資産の部

　

４ 財務書類４表の概要（令和４年４月１日～令和５年３月３１日） 

【１】 貸借対照表（ＢＳ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《用語解説》（主なもの） 

●固定資産 

 ・有形固定資産…庁舎、文化会館、学校等の「事業用資産」、道路、橋りょう、河川等の「インフラ

資産」、車両等の「物品」の３つに分類 

 ・無形固定資産…ソフトウェアや地上権等の用益物権など 

 ・投資その他の資産…有価証券や出資金、基金など 

●流動資産 

 ・未収金…回収期限が到来して１年を経過していない税金や使用料などの債権 

 ・短期貸付金…貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの 

 ・徴収不能引当金…未収金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額を見積もったもの 

●固定負債 

 ・地方債…市債のうち、償還期限が１年を超えるもの 

 ・退職手当引当金…全職員が退職したと仮定した場合に必要な退職金の額 

●流動負債 

 ・１年内償還予定地方債…地方債の借入金残高のうち、翌年度に償還予定のもの 

 ・賞与等引当金…基準日時点までの期間に対応する期末手当及び法定福利費 

●純資産 

 ・これまでに過去の世代や国・県が負担した将来返済不要財産（内訳は純資産変動計算書（Ｎ

Ｗ）） 
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《貸借対照表の概要》（一般会計等ベース） 

 

 本市の資産合計は 1,979億円となり、前年度に比べ 16億円、0.8％の減となりま

した。このうち、有形固定資産（庁舎、学校、道路等）が 1,674億円で、資産総額

の 85％を占めています。 

 有形固定資産は、防災拠点庁舎建設工事の増加要因もありましたが、減価償却が

進んだことで 10億円減少しました。投資その他の資産は奨学金貸付金の増加等によ

り 6億円増加しました。流動資産は財政調整基金の取崩し等により 14億円減少しま

した。 

 負債の合計は 551億円となり、前年度に比べ 23億円、4.0％の減となりました。

このうち、地方債（翌年度償還分含む）が負債総額の 87％を占めています。地方債

及び 1年内償還予定地方債は、償還により 21 億円減少しました。 

 

 資産から負債を差し引いた額が純資産となります。純資産は、今までに過去の世

代が資産形成のために充当した資源の蓄積（固定資産等形成分）と、本市が使うこ

とが可能な現金等の資源の蓄積（余剰分（△の場合は不足分））の合計額を示してい

ます。 

 

 今後は、これまでに整備した公共施設の老朽化に伴う更新等によりコストの増加

が想定されます。将来世代の負担が重くなることの無いよう、資産形成について優

先順位をつけながら資産全体の圧縮を図り、また、国県補助金や、返済が有利な地

方債等を活用しながら、持続可能な財政運営に努めます。 
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（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

　１ 業務費用 23,828,001 32,777,088 33,396,837

　　⑴人件費 8,776,432 11,156,946 11,372,076

　　⑵物件費等 14,536,808 20,329,062 20,556,536

　　⑶その他の業務費用 514,761 1,291,079 1,468,225

　２ 移転費用 15,680,950 24,623,869 31,762,063

　　⑴補助金等 7,599,262 21,344,664 20,666,928

　　⑵社会保障給付 3,233,167 3,250,168 11,053,616

　　⑶他会計への繰出金 4,819,387 0 0

　　⑷その他 29,134 29,037 41,520

経常費用合計　　　　Ａ 39,508,951 57,400,957 65,158,900

　１ 使用料及び手数料 599,149 3,639,539 3,679,402

　２ その他 1,615,751 2,595,700 2,587,043

経常収益合計　　　　Ｂ 2,214,900 6,235,239 6,266,445

純経常行政コスト　B-A＝Ｃ -37,294,051 -51,165,717 -58,892,455

臨時損失　　　　　Ｄ 517,949 519,868 523,212

臨時利益　　　　　Ｅ 227,626 228,571 238,170

純行政コスト　C-D+E＝Ｆ -37,584,374 -51,457,015 -59,177,497

経常費用

経常収益

【２】行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《用語解説》（主なもの） 

●経常費用 

 ・業務費用 

   人件費…職員給与、賞与、議員報酬、退職手当引当金繰入額など 

   物件費等…消耗品、旅費、委託料、備品購入費、維持補修費、減価償却費など 

 ・移転費用…市民や各団体等への補助金、生活保護費等の社会保障関係給付など 

●経常収益 

 ・使用料及び手数料…施設使用料や証明書等の発行手数料など 

●臨時損失…災害復旧事業費、資産除売却損など 

●臨時利益…資産の売却益など臨時に発生するもの 

 

《行政コスト計算書の概要》（一般会計等ベース） 

 本年度の経常費用は 395 億円となり、前年度に比べ 2 億円、0.5％の減となりまし

た。これは、前年度実施された臨時特別給付金の給付完了に伴う費用の減少等による

ものです。経常費用の内訳では、物件費等が 145億円で 36.7％と一番多く、次いで人

件費が 88億円で 22.2％となっています。 

 経常収益は 22億円となり、前年度に比べ 2 億円、8.3％の減となりました。これは、

小木直江津航路船舶建造事業補助金の返還が終了したためです。 

 また、令和 4年中に発生した集中豪雨、大雪等による災害の復旧対応に係る災害復

旧事業費等の臨時損失として約 5億円を計上しました。  
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（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高　　　　　　　  Ｎ 142,136,691 154,483,313 155,200,713

１　純行政コスト　　　　　　　　　Ｆ -37,584,374 -51,457,015 -59,177,497

２　財源　　　　　　　　　　　　　Ｇ 38,324,357 52,149,043 59,738,336

　⑴　税収等 28,494,219 33,737,043 38,457,446

　⑵　国県等補助金 9,830,138 18,412,000 21,280,891

３　本年度差額　　　　　　　　G+F=Ｈ 739,983 692,028 560,839

４　固定資産等の変動（内部変動）

５　資産評価差額　　　　　　　　　Ｉ -84,200 -84,200 -84,332

６　無償所管換等　　　　　　　　　Ｊ 0 517,705 517,705

７　他団体出資等分の増加　　　　　Ｋ 0 0 -759

８　比例連結割合変更に伴う差額　　Ｌ 0 0 -5,189

９　その他　　　　　　　　　　　　Ｍ 0 -613,515 -772,333

本年度純資産変動額　　H+I+J+K+L+M=Ｏ 655,783 512,017 215,931

本年度末純資産残高            N+O 142,792,474 154,995,330 155,416,644

【３】純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《用語解説》主なもの 

 ・税収等…地方税、地方交付税、地方譲与税など 

 ・国県等補助金…国庫支出金、県支出金 

 ・固定資産等の変動…有形固定資産等の増減や貸付金・基金等の形成と取崩の額 

 ・資産評価差額…有価証券等の評価差額 

 ・無償所管換等…無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 ・その他…会計間の内部取引の相殺等 

 

《純資産変動計算書の概要》（一般会計等ベース） 

本年度末における純資産残高は 1,428億円となり、7億円、0.5％の増となりまし

た。純行政コスト△376億円に対し、財源は 383億円であり、本年度差額は 7億円の

プラスとなりました。財源では 74.4％が税収等であり、国県等補助金は 25.6％とな

っています。 

本年度差額のプラスは当年度の行政サービスの提供にかかった費用（純行政コス

ト）が当年度の財源（税収等、国県等補助金）で賄えていることを表しています。

この数値は、単年度のみで判断するものではなく、長期的に分析が必要ですが、適

切な経費の削減とさらなる財源の確保に努める必要があります。 
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（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

１　業務活動収支 (②-①)+(④-③)=Ａ 4,373,861 6,454,471 6,266,700

　①業務支出 34,170,140 48,441,142 56,240,198

　②業務収入 38,678,819 55,031,405 62,642,691

　③臨時支出 202,348 204,267 204,267

　④臨時収入 67,530 68,475 68,475

２　投資活動収支　　　   　⑥-⑤=Ｂ -2,135,478 -2,847,728 -2,860,012

　⑤投資活動支出 6,774,575 8,893,381 8,947,538

　⑥投資活動収入 4,639,097 6,045,653 6,087,526

３　財務活動収支　         ⑧-⑦=Ｃ -2,182,702 -2,936,437 -3,006,817

　⑦財務活動支出 6,089,644 8,530,579 8,676,639

　⑧財務活動収入 3,906,942 5,594,142 5,669,822

本年度資金収支額        　 A+B+C=Ｄ 55,681 670,307 399,872

前年度末資金残高               　Ｅ 1,989,011 6,726,909 7,080,708

比例連結割合変更に伴う差額　　　 Ｆ 0 0 4,392

本年度末資金残高       　  D+E+F=Ｇ 2,044,692 7,397,216 7,484,972

前年度末歳計外現金残高           Ｈ 360,395 360,395 360,664

本年度歳計外現金増減額           Ｉ -19,688 -19,688 -19,499

本年度末歳計外現金残高       H+I=Ｊ 340,707 340,707 341,165

本年度末現金預金残高         G+J 2,385,400 7,737,923 7,826,136

【４】資金収支計算書（ＣＦ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《用語解説》（主なもの） 

●業務活動収支…行政活動を行う中で、毎年度継続的に発生する収入・支出 

 ・業務支出…人件費、物件費、扶助費など 

 ・業務収入…市税、使用料・手数料など 

●投資活動収支…資産の形成に関する収入・支出 

 ・投資活動支出…公共施設の整備や貸付金、基金積立金など 

 ・投資活動収入…土地の固定資産の売却収入や施設建設の財源である補助金など 

●財務活動収支…資金の調達や運用に関係する収入・支出 

 ・財務活動支出…地方債の償還など 

 ・財務活動収入…地方債の借入など 

 

《資金収支計算書の概要》（一般会計等ベース） 

 本年度資金収支額は 6千万円のプラスとなり、本年度末資金残高は 20億円となっ

ています。 

 業務活動収支は、業務活動収入 388億円に対し、業務活動支出が 344 億円とな

り、44億円のプラスとなりました。これは、税収等の収入に対し、適切なコストで

行政サービスを行ったことを表しています。 

 投資活動収支は、投資活動収入 47億円に対し、投資活動支出が 68 億円となり、

21億円のマイナスとなりました。これは、基金の繰入増により収入は増加しました

が、防災拠点庁舎建設工事等による支出があり、マイナスとなっています。 

財務活動収支は、財務活動収入 39億円に対し、財務活動支出が 61 億円となり、

22億円のマイナスとなりました。これは、地方債の新たな借入よりも償還が多かっ

たことを意味し、将来世代の負担が減少したことになります。 
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５ 主な指標 ～財務書類を様々な視点から分析～ 

 

●一般会計等ベースによる。 

●年度末人口：令和５年１月１日現在住民基本台帳人口 50,651 人 

 

 

 

① 住民１人あたり資産額 

 住民１人あたりの資産総額を表します。 

 

 

 

 

（R4）197,897,852 千円 ÷ 50,651 人 ＝390万 7千円 

（R3）199,537,683 千円 ÷ 51,915 人 ＝384万 4千円 

≪参考：R3 類似団体平均：225万 6千円≫ 

 ◆資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 

 資産が多いということは公共施設等が多いことを意味し、住民サービスの充実に寄与しま

すが、その反面、将来的に維持補修費等のコストがかかることが懸念されます。 

 

② 歳入額対資産比率 

 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストッ

クとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを把握することができ

ます。 

 

 

 

（R4）197,897,852 千円 ÷（47,292,388 千円 ＋ 1,989,011 千円） ＝ 4.02年分 

（R3）199,537,683 千円 ÷（49,119,646 千円 ＋ 2,068,400 千円） ＝ 3.90 年分 

≪参考：R3 類似団体平均：3.38年≫ 

 ◆資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 ◆本年度収入合計＝資金収支計算書（ＣＦ）の下記収入の合計額より 

・業務収入＋臨時収入＋投資活動収入＋財務活動収入 

 ◆前年度末資金残高＝資金収支計算書（ＣＦ）より 

 

 この比率は、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいるとされています。 

 

資産形成度  ～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～ 

（算定式） 

資産合計 ÷ 年度末人口 

 

（算定式） 

資産合計 ÷ 歳入総額（本年度収入合計 ＋ 前年度末資金残高） 
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③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化率） 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することに

より、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することが

できます。100％に近いほど、老朽化の程度は高くなります。 

 

 

 

 

 

（R4） 

135,285,477 千円 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 167,431,696千円－13,791,468千円＋135,285,477 千円 

（R3） 

130,944,433 千円 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 168,382,913千円－13,786,654千円＋130,944,433 千円 

≪参考：R3類似団体平均：61.2％≫ 

 ◆減価償却累計額＝貸借対照表（ＢＳ）資産の部・固定資産の各資産の減価償却累計額の合計より 

 ◆有形固定資産合計、建設仮勘定、土地＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 ◆建設仮勘定分は除く。 

 

 合併前の旧市町村が保有していた施設をそのまま引き継いだため、多くの公共施設、イン

フラ施設等を抱える本市としては、今後、老朽化していく施設等の整備方針を策定する必要

があります。 

 

 

 

 

① 純資産比率 

 保有する資産のうち、純資産の部分は過去及び現役世代の負担によるもので、負債の部分は将

来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純資産の変動は、

将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来世代に負担を

負わせないためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 

 

 

 

（R4）142,792,474 千円 ÷ 197,897,852 千円 ＝ 72.2％ 

（R3）142,136,691 千円 ÷ 199,537,683 千円 ＝ 71.2％ 

 ≪参考：R3 類似団体平均：69.3％≫ 

 ◆純資産、資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

類似団体平均とほぼ同水準の数値となっています。 

世代間公平性  ～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～ 

（算定式） 

減価償却累計額 
                                                                                                                                                                                                                                        

 有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額  

 

（算定式） 

純資産 ÷ 資産合計 

＝ 46.8％ 

＝ 45.9％ 
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② 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

 有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資

産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等の形成に係る将来世代の負担の程

度を把握することができます。 

 

 

 

 

 

（R4） 

34,892,645 千円 
                                                                                                                   

167,431,696 千円  

（R3） 

35,640,518 千円 
                                                                                                                   

168,382,913千円  

 ≪参考：R3 類似団体平均：21.7％≫ 

 ◆地方債（※）、１年内償還予定地方債、有形・無形固定資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

  （※）臨時財政対策債、減税補填債を控除した額 

 

 類似団体平均とほぼ同水準の数値となっています。 

 

 

 

 

① 住民１人あたり負債額 

 住民１人あたりの負債を表します。 

 

 

 

 

（R4）55,105,378 千円 ÷ 50,651 人 ＝ 108 万 8千円 

（R3）57,400,993 千円 ÷ 51,915 人 ＝ 110 万 6千円 

 ≪参考：R3 類似団体平均：64万 9千円≫ 

 ◆負債合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 R3より負債は減少しておりますが、類似団体平均を大きく上回っています。 

 

（算定式） 

地方債＋１年内償還予定地方債 
                                                                                                                                                                                                                                             

 有形・無形固定資産合計  

（算定式） 

負債合計 ÷ 年度末人口 

持続可能性（健全性）  ～財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）～ 

＝ 20.8％ 

＝ 21.4％ 



- 13 - 
 

 

② 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 資金収支計算書（ＣＦ）の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金積立

金支出・基金取崩収入を除く。）の合計額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除い

た歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。このバランスが均

衡しているときは、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は

増加せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉えることができます。なお、プライマリー

バランスは、プラスであることが求められています。 

 

 

 

 

 

（R4）4,503,728 千円 ＋ △3,577,867 千円 ＝ 9億 2,586万円 

（R3）5,485,182 千円 ＋ △3,997,204 千円 ＝ 14億 8,798万円 

 ≪参考：R3 類似団体平均：18億 4,780 万円≫ 

 

 業務収入が減少したことで業務活動収支は減少しましたが、公共施設等整備費支出が減少

したことで投資活動収支は増加し、その差引により、基礎的財政収支は減少しました。 

 なお、この指標は、単年度の収支で判断するのではなく、今後、経年変化を注視していく

必要があります。 

 

 

 

 

① 住民１人あたり行政コスト 

 住民１人あたりの行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）を表します。この指

標は、人口規模により適正値が異なります。一般的に人口が多ければスケールメリットがありま

すが、人口規模が小さい場合は、高い数値となる傾向があります。 

 

 

 

 

（R4）37,584,374 千円 ÷ 50,651 人 ＝ 74万円 

（R3）36,704,715 千円 ÷ 51,915人 ＝ 71万円 

 ≪参考：R3 類似団体平均：52万円≫ 

 ◆純行政コスト＝行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

（算定式） 

業務活動収支（支払利息支出を除く。）＋投資活動収支（基金積立金支出・基金取崩収

入を除く。） 

 

（算定式） 

 純行政コスト ÷ 年度末人口 

 

効率性  ～行政サービスは効率的に提供されているか～ 


